様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2022年　　04月　　14日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ぷれみあぐるーぷかぶしきかいしゃ
                          一般事業主の氏名又は名称 プレミアグループ株式会社
（ふりがな）しばた　よういち
                              （法人の場合）代表者の氏名  柴田　洋一 　 印
住所　〒105-00011　東京都港区虎ノ門2-10-4
　　　　　　　　　　　　　　　　 オークラプレステージタワー 19階
法人番号　8010001168159	　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	プレミアグループのDX戦略


	公表日
	　　　　2021年　　05月　　13日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	· 当社ホームページへの掲載
「１．ミッション・ビジネスモデルとの関わり(3～8ページ)」
https://ir.premium-group.co.jp/ja/management/digital/main/0/teaserItems1/00/link/DX_210513_2.pdf

	記載内容抜粋
	プレミアグループのDX戦略(11ページ)にて、以下の通りプレミアグループのDXビジョンを公表しています。

「個々が輝くチームから成るプラットフォーマーとして、 エンドユーザ、モビリティ事業者と「プレミア」なカーライフを共創する」

また、上記ビジョンを実現するためのビジネスモデルの方向性を、中期経営計画「VALUE UP2023」と密接に関係していることを示した上で、以下の通り公表しています。

· 強みであるファイナンス事業の強化
· 故障保障の市場拡大
· 総合力を生かしたプラットフォーム展開
· オートモビリティサービスを拡充

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて重要事項を審議済み



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	プレミアグループのDX戦略

	公表日
	　　　　2021年　　05月　　13日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	· 当社ホームページへの掲載
「２．DX戦略について(9～15ページ)」
https://ir.premium-group.co.jp/ja/management/digital/main/0/teaserItems1/00/link/DX_210513_2.pdf

	記載内容抜粋
	当社のDXビジョンを実現するための、コアビジネス戦略及びその全体像、ロードマップを、プレミアグループのDX戦略にて公表しています。

【コアビジネス戦略】
· モビリティ事業者の経営効率を高め、エンドユーザーに「安心・便利」を届ける
※「プレミアグループのDX戦略」14ページに掲載しているプラットフォームにて実現する
· 従業員の幸福度（Well-being）を高める
· CASE・MaaS・電動自動車化への対応　

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて重要事項を審議済み




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	· プレミアグループのDX戦略　「DX-組織、基盤(16ページ)」「DX推進におけるガバナンス体制(19ページ)」
https://ir.premium-group.co.jp/ja/management/digital/main/0/teaserItems1/00/link/DX_210513_2.pdf

	記載内容抜粋
	当社グループは、 代表取締役社長を実務執行総括責任者として配置し、CDO(Chief Digital Officer) がDX 戦略を推進実行をリードする体制を構築しています。

また以下の通りDXを推進する組織を配置しています。
1 経営直下にDXを推進するグループとして「DX推進グループ」を設置
2 「グループ会社横断のプロジェクトチーム」を設置し、①とハイブリッドで推進



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示ｓ
	戦略における記載箇所・ページ
	· プレミアグループのDX戦略　「DX-組織、基盤(19ページ)」
https://ir.premium-group.co.jp/ja/management/digital/main/0/teaserItems1/00/link/DX_210513_2.pdf

	記載内容抜粋
	ITシステム、デジタル技術活用環境の整備に向け、以下3点の方策を策定
· データ集約
· アジャイル開発
· フルクラウド化



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	プレミアグループのDX戦略


	公表日
	　　　　2021年　　05月　　13日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	· プレミアグループのDX戦略　「DX-財務・投資方針、ＫＰＩ(17ページ)」
https://ir.premium-group.co.jp/ja/management/digital/main/0/teaserItems1/00/link/DX_210513_2.pdf

	記載内容抜粋
	KGIとして「プラットフォーム流通総額」の増加を設定
※プラットフォームを利用した、ファイナンス事業・故障保障・オートモビリティサービス事業の取引額合計のこと
またKGI達成のためのCSFも設定



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2022年　　02月　　01日

	発信方法
	2022年三月期　第三四半期決算説明資料にて、代表取締役社長である柴田からDX戦略の進捗状況を動画にて発信しております。

https://www.youtube.com/watch?v=gxnOfj4wt_o
（該当箇所：開始から16分20秒～18分20秒）


	発信内容
	発信内容は以下の通りになります。

· DX化によって実現した、ファイナンス・故障保証・オートモビリティサービスの取引額をKGIに設定
· 前期に開始したクレジット契約書のペーパーレス化は、導入率が79％へ伸長
· DX戦略タイムラインにて、各システム開発の進捗を記載

また、今後も四半期ごとの決算発表にて、DX戦略の進捗を定期的に発信予定になります。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2021年8月25日～ 2021年11年24日


	実施内容
	「DX推進指標 自己診断」を自己診断結果入力サイトの利用により提出を行っております。

申請管理番号: 202111AH00001004



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2021年　　06月01日　～　　　継続実施中


	実施内容
	サイバーセキュリティ対策をDX推進における重要事項と認識し、下記の内容で対策を継続的に実施しています。
  
　・DX推進に係るサイバーセキュリティ対策において、外部専門家を起用し、継続的に課題の抽出、対策の策定を実施
　・重要資産を保存するシステムに応じて、通信制御の対処をしている
　・社内ファイルサーバーへのアクセスは、担当業務に応じたアクセス権を付与
　・ストレージやクライアント端末のハードディスクを暗号化



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

